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令和７年度あおもりアグリ・イノベーションプロジェクト運営管理業務 

企画提案競技実施要領 
 

１ 目的 

  この要領は、令和７年度あおもりアグリ・イノベーションプロジェクト運営管理業務に

係る企画提案競技の実施について、必要な事項を定めるものである。 

 

２ 業務の概要 

（１）業務名 

令和７年度あおもりアグリ・イノベーションプロジェクト運営管理業務 

（２）業務の内容 

   別添仕様書のとおり 

 

３ 参加資格 

  企画提案競技に参加できる者は、次に掲げる事項を全て満たす者とする。 

（１）本業務を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有していること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。 

（３）参加表明書を提出する日から受託候補者を選定する日までの間に、青森県知事の指名

停止措置を受けていないこと。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと。 

（５）宗教活動又は政治活動を主たる目的とする団体でないこと。 

（６）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。）でないこと。 

（７）青森県暴力団排除措置要綱（平成２３年９月１日施行）第２条第８号に規定する排除

措置対象者でないこと。 

（８）国税及び地方税を滞納していないこと。 

 

４ 契約条件 

（１）契約形態 

   委託契約とする。 

（２）委託金額の上限 

１３，９００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）とする。 

（３）契約保証金 

   契約金額の１００分の５以上の額とする。ただし、青森県財務規則（昭和３９年３月

青森県規則第１０号）第１５９条第１項各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金

の全部又は一部の納付を免除する。 

（４）契約期間 

契約締結日から令和８年３月１９日（木）までとする。 
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（５）契約金の支払時期 

   業務の履行確認後とする。ただし、別添仕様書に定めるパートナー企業に支払う研究

費として、研究費の上限に相当する額を概算払の方法により支払うものとする。 

（６）再委託等の制限 

   受託者は、業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせることはできない。

ただし、業務を効果的に行う上で必要と思われる委託等については、あらかじめ書面に

より県の承諾を得た場合はこの限りではない。 

（７）個人情報保護 

   受託者が業務において個人情報を取り扱う場合には、個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５７号）をはじめとする関係法令等を遵守すること。 

（８）守秘義務 

   受託者は、業務上知り得た秘密を他に漏らし、又は他の目的のために利用することは

できない。また、業務終了後も同様とする。 

（９）その他 

  ・契約金額は、企画提案競技により受託候補者として選定され、県と業務履行に必要な

協議を行った後に、見積書を徴取して決定する。 

  ・企画提案競技に基づく見積額は、契約時に至って同じ条件の下で、その額を超えるこ

とは認めない。 

  ・業務の取組状況や成果については、随時、県のホームページや広報誌等で公開する場

合がある。 

 

５ 質問の受付 

（１）提出書類 

   質問書（様式１） 

（２）提出部数 

   １部 

（３）提出期限 

   令和７年８月４日（月）１７時必着 

（４）提出方法 

   下記１１の提出先に電子メールで提出 

（５）回答 

  ・提出のあった質問及び回答は、令和７年８月８日（金）までに取りまとめて質問者あ

てに電子メールで送信するほか、県ホームページに掲載する。 

  ・質問又は回答の内容が質問者の具体的な提案内容に密接に関わると判断したものは、

質問者にのみ回答する。 

  ・審査方法に関する内容や企画提案競技において不適切な内容の質問には回答しない。 

 

６ 参加表明書の提出 

（１）提出書類 

   参加表明書（様式２） 

（２）提出部数 

   １部 
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（３）提出期限 

   令和７年８月１５日（金）１７時必着 

（４）提出方法 

   下記１１の提出先に電子メール、郵送又は持参で提出 

（５）その他 

   参加表明書の提出後に企画提案競技への参加を辞退する場合は、下記７（３）の期限

までに、上記（４）の方法により辞退届（様式任意）を提出すること。 

 

７ 企画提案書等の提出 

（１）提出書類 

  ① 企画提案書 

・業務全体の方針、業務の実施方法、業務の実施体制、業務の実施スケジュール、追

加提案事項、類似業務実績を記載すること。 

・業務全体の方針は、業務を進める上での基本的な考え方やねらい、特に重視する点、

アピールポイント等を記載すること。 

・業務の実施方法は、仕様書に記載の業務の内容について、具体的かつ実現可能な手

法や手順を提案するとともに、研究テーマに最適な企業からの応募や適切な企業選

定、実効性のある共同研究・実証の実施などこれらの実現につなげるための工夫、

企業からの応募の目標件数とその理由、成果物のイメージなどを記載すること。 

・業務の実施体制は、責任者及び担当者の配置や役割、実務経験の状況のほか、一部

業務を再委託する場合はその相手方と再委託する理由、全体の体系図を記載するこ

と。 

・業務の実施スケジュールは、業務全体の工程とスケジュールを記載すること。 

・追加提案事項は、企画提案者の知見やノウハウ、ネットワークを生かし、本業務を

より効果的に行うために追加して実施する事項を必要に応じて記載すること。 

・類似業務実績は、過去３年間における本業務に類似又は関連する業務の実績を簡潔

に記載すること。 

・用紙サイズはＡ４判（縦・横は問わない。）とし、片面刷りで３０ページ以内（表

紙を含む。）とすること。 

  ② 経費見積書（様式任意） 

   ・企画提案書の内容を実施するために必要な全ての経費とその積算内訳を明らかにす

ること。 

   ・経費の総額は、消費税及び地方消費税を含めた金額とし、上記４（２）の上限額以

内の金額とすること。 

   ・積算内訳は、企画提案書の内容に応じた経費区分とし、それぞれの経費の積算根拠

が明確になるよう具体的に記載すること。 

  ③ 企画提案者の概要が分かる資料（様式任意） 

   ・定款の写しや会社パンフレットなど企画提案者の組織体制や事業内容などが分かる

資料を提出すること。 

  ④ 直近の決算報告書（様式任意） 

   ・企画提案者の直近の決算報告書（貸借対照表、損益計算書等）を提出すること。 
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（２）提出部数 

   ５部 

（３）提出期限 

   令和７年８月２２日（金）１７時必着 

（４）提出方法 

   下記１１の提出先に郵送又は持参で提出 

（５）その他 

  ・企画提案書の提出は１者につき１案とする。 

  ・提出された書類の修正や差替えは認めない。 

 

８ 企画提案の審査及び受託候補者の選定等 

（１）審査方法 

   審査は、提出された上記７（１）の書類について、書面審査を行う。 

（２）審査基準 

審査では、以下の項目について、それぞれに掲げる観点から総合的な評価を行う。 

① 遂行能力 

・青森県の地域特性及び産業特性に対する理解 

・実績、ノウハウ、ネットワーク等の保有 

・実施内容に応じた人員配置、体制の整備 

・経営基盤、管理体制 等 

② 実施内容 

・実施方針、実施方法の的確性、具体性、有効性 

・実現可能性、実現に向けた道筋 等 

③ 経済性 

・経費、積算の妥当性 等 

④ 積極性 

・独自の創意工夫、斬新性 等 

（３）選定 

   審査の結果、最も優れた企画提案を行った１者を受託候補者として選定する。 

（４）通知 

   審査結果は、全ての企画提案者に対して、書面により通知する。なお、審査結果につ

いての問合せや異議申立ては受け付けない。 

（５）契約 

・受託候補者の企画提案書等の内容をもとに、県と受託候補者で業務履行に必要な協議

を行い、協議が調った場合は、見積書を徴取して随意契約を締結する。なお、県と受

託候補者の協議において、業務の内容を一部変更することがある。 

・受託候補者との契約が不調に終わった場合は、次点の企画提案者を受託候補者とする。 
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９ スケジュール 

  令和７年７月２８日（月）    公募開始 

  令和７年８月 ４日（月）１７時 質問書の提出期限 

  令和７年８月 ８日（金）    質問に対する回答 

  令和７年８月１５日（金）１７時 参加表明書の提出期限 

  令和７年８月２２日（金）１７時 企画提案書等の提出期限 

  令和７年８月２７日（水）予定  審査結果の通知 

  令和７年９月中旬        契約締結 

 

１０ その他 

（１）失格又は無効 

   次のいずれかの事項に該当する場合は、失格又は無効とする。 

  ・提出期限を過ぎて書類が提出された場合 

  ・提出した書類に虚偽の内容を記載した場合 

  ・審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

  ・この要領に違反すると認められる場合 

（２）その他 

・企画提案に要する経費は、全て企画提案者の負担とする。 

・提出された書類は返却しない。 

・提出された書類は、原則として県に対する情報公開の対象文書となる。 

 

１１ 本企画提案競技に関する担当部署及び提出書類の提出先 

〒０３０－８５７０ 青森県青森市長島一丁目１－１ 

青森県経済産業部産業イノベーション推進課 技術振興グループ 

電話：０１７－７３４－９３７９（直通） 

メール：innovation@pref.aomori.lg.jp 

提出書類を持参する場合の受付時間：土日祝日を除く９時から１７時まで 

 


